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地層処分技術に関する

研究開発の全体概要

核燃料サイクル開発機構 バックエンド推進部

石川 博久

地層処分技術に関する研究開発報告会

－わが国の地層処分計画を支える技術基盤の継続的な強化－

平成17年3月8日 有楽町朝日ホール

【全体概要報告】

2核燃料サイクルとガラス固化体

核燃料
サイクル

再処理

原子力
発電

300 m
以深

地層処分貯蔵
（30～50年程度）

貯蔵
（30～50年程度）

ガラス固化ガラス固化

ウラン採掘

濃縮

• 原料：ホウケイ酸ガラス
• 1,100～1,200℃で溶融
• 高さ：134 cm
• 直径： 43 cm
• 重さ： 500 kg
• 100万kWe×1年間運転の使用
済燃料の再処理で約30本発生

ガラス固化体についてガラス固化体について
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安全規制の基本的考え方

地層処分技術に関する研究開発の進展

第1次取りまとめ
「地層処分の技術的可能性」

研究開発

処分地の

選定

原子力発電環境整備機構設立

地層処分研究開始

継続的な技術基盤の強化

国の政策等

第2次取りまとめ
「地層処分の技術的信頼性」

処分場の

建設・操業超深地層研究所計画
（瑞浪）開始('96)

幌延深地層研究
計画開始('01)

最終処分法

わが国の幅広い地質環境を
対象として，地層処分概念
の成立性を科学的根拠に基
づき提示

1976

2010
20002000

1980

1990

2020
2030

2040
安定な地質環境安定な地質環境

オーバーパックオーバーパック

ガラス固化体ガラス固化体

岩盤

Host Rock岩盤

緩衝材緩衝材

人工バリア人工バリア

地層処分の概念地層処分の概念

公募
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事業実施事業実施 安全規制安全規制

成果の反映成果の反映

国の研究開発の役割と研究開発目標

科学的視点が中心科学的視点が中心

核燃料サイクル開発機構核燃料サイクル開発機構

研究開発の目標
①実際の地質環境への地層

処分技術の適用性確認
②地層処分システムの長期
挙動の理解

工学的視点が中心工学的視点が中心

関係研究開発機関関係研究開発機関

・技術情報の整備
・周辺基盤技術の研究開発
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5実際の地質環境への地層処分技術の適用性確認

第２段階
坑道掘削時の
調査研究段階

第２段階
坑道掘削時の
調査研究段階

地質環境の
調査・評価

技術

地質環境の
調査・評価

技術

坑道掘削技術

地下施設の
設計・施工技術
人工バリア等の

工学技術

地下施設の
設計・施工技術
人工バリア等の

工学技術

第３段階
地下施設での
調査研究段階

第３段階
地下施設での
調査研究段階

人工バリア挙動
評価技術

坑道閉鎖技術

坑道内での
地下水調査

処分システムの設計・
安全評価技術

処分システムの設計・
安全評価技術

試験坑道

岩 盤
水圧計等

緩衝材
ﾋｰﾀｰ

幌延深地層研究計画では，深地層の科学的研究に加えて，
堆積岩における地層処分研究開発を行う。
結晶質岩における地層処分研究開発は，海外の地下研究
施設を活用して進めている。図はイメージ。

第１段階
地上からの調査研究段階

第１段階
地上からの調査研究段階

物理探査

ボーリング
調査

水理試験

地質環境の
調査・評価技術

地質環境の
調査・評価技術

瑞浪；平成16年度終了，幌延；平成17年度終了

6

気候・
海水準変動

隆起・沈降
処分場

断層活動

地震動

侵食

火山活動

ガラス固化体

オーバーパック

緩衝材

岩盤

物質移行

地下水流動

地層処分システムの長期挙動の理解

地質環境の長期的変遷の把握地質環境の長期的変遷の把握

現象理解に基づくモデルの高度化現象理解に基づくモデルの高度化

亀裂ネットワークモデル

亀裂ネットワークモデル

地表堆積岩連続体メッシュ

■ I-131 ○Am-243

コロイド移行挙動

C
/
M

0
, 
m

l-
1

10-7

10-6

10-5

10-4

101 102 103

試験時間, min
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7研究開発分野と課題

地質環境調査・評価技術の体系的な
適用による信頼性の確認

隆起・侵食，地震・断層活動，火山
活動などに関する研究

ナチュラルアナログ等を利用した物質
移動現象の実例の整理

緩衝材の基本特性に関する
データベースの整備

人工バリア等の長期健全性・工学的
成立性に関する信頼性向上

人工バリア等の設計手法についての
実際の地質環境への適用性の確認

核種移行データベースの整備

シナリオ解析技術や不確実性評価な
どに関する研究

鍵となる安全機能など段階的な処分
システム構築のための検討

人工バリア等の力学的変形や流出・
侵入挙動に関する研究

岩盤中の水理・物質移行や現象論的
核種移行モデルに関する研究

地下施設の設計，建設，安全管理，
閉鎖技術に関する開発

深地層の
科学的研究

処分技術の
信頼性向上

安全評価手
法の高度化

実際の地質環境への地層

処分技術の適用性確認

地層処分システムの

長期挙動の理解

研究分野

目標

8サイクル機構の研究開発施設と担当分野

（イメージ図）

エントリー クオリティ

東海事業所

安全評価手法の高度化処分技術の信頼性向上

（イメージ図）

深地層の
科学的研究

●超深地層研究所計画
(結晶質岩)

東濃地科学センター
●幌延深地層研究計画(堆積岩)

幌延深地層研究センター

深地層の科学的研究

処分技術の信頼性向上

安全評価手法の高度化

（イメージ図）
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92つの深地層の研究施設計画

超深地層研究所計画
（岐阜県瑞浪市）

超深地層研究所計画
（岐阜県瑞浪市）

幌延深地層研究計画
（北海道幌延町）

幌延深地層研究計画
（北海道幌延町）

花崗岩
（結晶質岩）

泥 岩
（堆積岩）

（イメージ図）

地下水

鉱物粒子

割れ目

地下水

淡水系

硬 岩

塩水系

軟 岩

○地層処分技術が実際の地質環境で機能することを確認
地質環境を調査・評価する技術／地下施設や人工バリアに関する工学技術／安全評価のためのモデルや手法

○わが国固有の地質環境の理解
○深地層の環境を体験・理解

○地層処分技術が実際の地質環境で機能することを確認
地質環境を調査・評価する技術／地下施設や人工バリアに関する工学技術／安全評価のためのモデルや手法

○わが国固有の地質環境の理解
○深地層の環境を体験・理解

深地層の研究施設の役割深地層の研究施設の役割

（イメージ図）（イメージ図）

10【瑞浪】超深地層研究所計画

主立坑掘削状況

建設工事状況

地下施設建設計画
（平成15年7月掘削開始)

撮影：平成16年9月

撮影：平成16年12月
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11【瑞浪】超深地層研究所計画の成果例
地質環境モデルの構築

12【幌延】幌延深地層研究計画

●堆積岩 ●塩水系地下水

地下施設イメージ図

造成工事(平成15年7月着工)

撮影：平成16年11月

トナカイ観光牧場

地下施設用地

地上施設用地

至幌延町市街地

至豊富町

研究所用地

撮影：平成16年11月
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13
地震探査で推定される
大曲断層位置

高比抵抗範囲

深
度

(m
)

透水係数の深度依存性

【幌延】幌延深地層研究計画の成果例

地上からの調査段階
における各種調査
研究を実施中

地震探査

電磁探査(AMT法)

低← 比抵抗 →高

0

100

200

300

400

500

600

700

試
験

区
間
深

度
(m

)

透水係数(m s-1)
10-11 10-10 10-9 10-8 10-7 10-6 10-5 10-4

勇知層
声問層
稚内層（健岩部）
稚内層（割れ目帯）

14深地層の研究施設で得られた諸物性値

36～5154～660.6～13.5有効空隙率
(%)力

学

0.05～0.350.08～0.410.02～0.08イオン強度
(mol dm-3)

6.9～8.56.7～8.08.2～8.7pH
水
質

割れ目: 10-11～10-5

母岩: 10-10～10-810-9～10-7割れ目: 10-9～10-3

母岩: 10-11～10-10
透水係数

(m s-1)
水
理

3.3～22.91.4～7.464～212一軸圧縮強度
(MPa)

珪藻質泥岩
/ 硬質頁岩

（稚内層）

珪藻質泥岩
（声問層）

土岐花崗岩岩種
地
質

幌延深地層研究センター
瑞浪超深地層

研究所
施設名

＜
＞

＜
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15

現在の地形陰影図1万年後（断層変位10m）5万年後（断層変位50m）12万年後（断層変位120m）

地質環境の長期安定性に関する研究

隆起・侵食／
気候・海水準変動
火山活動
地震・断層活動

地形変化シミュレーションの結果例地形変化シミュレーションの結果例

調査技術の開発
長期予測・影響評価モデルの開発
研究情報基盤の整備

研究テーマ研究テーマ

実施内容実施内容

16

緩衝材の健全性評価試験
（ガス移行）（エントリー）

圧縮ベントナイト中のガス移行に伴う
相対的な変化領域を把握可能

ガス供給直後74日後84日後96日後

【東海】人工バリアの健全性評価に関する研究

緩衝材の健全性評価試験
（連成挙動）（エントリー）

模擬岩体

6

7

8

9

10

11

0 30 60 90 120 150 180

間
隙
水

p
H

時間 [day]

飽和不飽和

ガラス電極pH計

ISFET電極pH計

緩衝材間隙水pHの経時変化

緩衝材と中心ヒーター

連成プロセス
の中で緩衝材
間隙水pHを

把握
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Np(IV)水和酸化物の溶解度

【東海】水理・核種移行に関する研究

水理モデル高度化のための
亀裂測定試験（エントリー）

核種移行データ取得のため
の溶解度試験（クオリティ）

雰囲気制御グローブボックス

Np(IV)の熱力学

データ（溶解度積，
加水分解定数）
を取得10-7

10-6

10-5

10-4

10-3

1 2 3 4

Rai(1987)
Neck(2001)
I=0.1
I=0.5
I=1.0
I=2.0

[N
p(

IV
)] 

 (m
ol

 d
m

-3
)

-log[H+]

デジタルカメラ
による撮影で，
精度のよい亀
裂開口幅測定
を実現

亀裂開口幅測定結果例（10cm×10cm）
0

1.0

2.0

3.0

4.0
[mm]

18国際協力の状況

スウェーデンスウェーデン

フランスフランス スイススイス

エネルギー省エネルギー省 (DOE)(DOE)
・・LBNLLBNL
・・PNNLPNNL
・・SNLSNL
・・LLNLLLNL

AECLAECL

SKBSKB

ANDRAANDRA
CEACEA

NagraNagra

国際共同プロジェクト国際共同プロジェクト
OECD/NEAOECD/NEAなどなど

大韓民国大韓民国

KAERIKAERI
カナダカナダ

アメリカアメリカ
合衆国合衆国

AECL地下研究施設における
トンネルシーリング試験

グリムゼル原位置試験場における
トレーサー試験

エスポ地下研究施設における坑道掘削試験

サンディア国立研究所(SNL)との
岩石中拡散・コロイド移行挙動試験
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19研究開発分野間の連携
深地層の科学的研究深地層の科学的研究

地質・地質構造

岩盤力学

地下水流動物質移行

表層環境

地球化学

長期安定性

地質環境の理解地質環境の理解

処分技術の信頼性向上処分技術の信頼性向上

ナチュラル
アナログ

人工バリア
基本特性

長期複合
挙動

熱-水-応力-
化学連成

ガス透気・
せん断

工学技術
検証

設計手法の設計手法の
適用性検討適用性検討

安全評価手法の高度化安全評価手法の高度化

モデル
高度化

モデル
開発

コロイド・
有機物等

生物圏
評価

天然現象
影響評価

不確実性
評価

核種移行
DB整備

安全評価手法の安全評価手法の
適用性検討適用性検討

地質環境の
総合的な
評価技術

地質環境の
総合的な
評価技術

例：設計技術の実際の
地質環境条件への
適用性評価

例：現象論を踏ま
えた現実的な
天然現象影響
評価技術

例：地質環境の調査から
物質移行解析までの
技術の適用性評価

20

分野レポート

データ取得
へのニーズ

(性能評価モデル)

データ取得
へのニーズ
(岩盤力学等)

地質環境
調査計画

調査・試験

研究開発と17年度取りまとめ

地上からの調査段階の成果を中心とした，地質環境を調
査・解析・評価するための技術や手法の取りまとめ

①深地層の科学的研究

人工バリア・処分施設にかかわる工学技術，処分システ
ムの長期挙動などに関する研究の成果の取りまとめ

②処分技術の信頼性向上

安全評価手法の改良・高度化，処分システムの長期挙動
評価などに関する研究の成果の取りまとめ

③安全評価手法の高度化

性能評価

地下施設
設計

地質環境
モデルの
統合化

データの実測・
解釈・まとめ

個別分野の成果や分野間にまたがる一連の調査・解析・評価の
事例などを，地層処分技術全体にかかわる知識として構造化知識化レポート
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21

文献

調査

概要

調査

安全審査
基本指針

概要調査地区
の選定

地層処分に対する国民各層の理解

安全審査指針
・技術基準

精密調査地区
の選定

最終処分施設
建設地の選定

精密

調査

安全
審査

深地層の
研究施設

段階的な研究開発のスケジュール

年度 2005 2010 2020

取りまとめ
（平成17年度上期） 取りまとめ

地層処分技術の信頼性向上と安全評価手法の高度化

取りまとめ

地上からの調査研究
（第1段階）

坑道掘削時の調査研究
（第2段階）

地下施設での調査研究
（第3段階）

安全規制
(国)

処分事業
(原環機構)

サイクル
機構

22新法人設立に向けて

独立行政法人日本原子力研究開発機構法独立行政法人日本原子力研究開発機構法

独立行政法人日本原子力研究開発機構（以下，「機構」という）は，原子力基本法に基づき，

原子力に関する研究，核燃料サイクルを確立するための高速増殖炉等の技術開発を総合

的，計画的，効率的に行い，その成果を普及する等により，原子力の研究開発利用の促進

に寄与する。

機構の研究開発に関する主な業務は以下のとおり。

原子力に関する基礎的研究／応用の研究

核燃料サイクル確立のための，高速増殖炉，高速増殖炉用核燃料物質，再処理，

高レベル放射性廃棄物の処理及び処分に関する技術の開発及びこれに必要な研究

成果の普及，及びその活用の促進

原子力人材育成

新法人設立までの経緯 （原研とサイクル機構の統合）新法人設立までの経緯 （原研とサイクル機構の統合）

「原子力二法人の統合に関する報告書」公表平成15年 9月19日
独立行政法人日本原子力研究開発機構法公布・施行平成16年12月 3日

「原子力二法人統合準備会議」設置平成14年 1月29日

日本原子力研究開発機構設立，中期計画認可（予定）平成17年10月 1日

「特殊法人等整理合理化計画」閣議決定平成13年12月19日
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23今後の研究開発で目指すもの

○ 処分の実施と安全規制の技術基盤
となる知見の集約・提供

○ 研究者の育成と技術の継承

○ 国民の理解増進

○ 処分の実施と安全規制の技術基盤
となる知見の集約・提供

○ 研究者の育成と技術の継承

○ 国民の理解増進

地層処分技術の信頼性の向上地層処分技術の信頼性の向上
○ 深地層の研究施設等における基盤的研究開発

○ 段階的な成果の取りまとめ

○ 開かれた研究開発

24

信頼性
透明性
効率性

地域住民への説明
（幌延フォーラム）

施設の見学
（瑞浪地層科学研究

国際会議’04 ）

成果報告書

研究開発報告会

透明性・公開性の確保

処分事業

安全規制 国民


